
室蘭市公告第５９号

制限付一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６及び室蘭市
契約に関する規則（平成12年規則第21号）第11条の規定に基づき、下記のとおり公告する。

令和６年４月１８日

室蘭市長 青 山 剛

記

１．入札に付する工事の内容

(1) 入札番号 No．１
(2) 工 事 名 知利別川改修工事に伴う知利別3丁目1条橋架替（下部工）工事
(3) 工事場所 室蘭市知利別町３丁目
(4) 工 期 着手の日より１８０日間
(5) 工事概要 ・橋長 Ｌ=17.660ｍ ・幅員 Ｗ＝7.200ｍ

・道路土工 １式 ・橋台工[Ａ1橋台] １式
・橋台工[Ａ2橋台] １式 ・橋梁付属物工 １式
・構造物撤去工 １式 ・河川土工 １式
・法覆護岸工 １式 ・仮設工 １式
・排水工 １式 ・付属物設置工 １式
・排水構造物工 １式

(6) 入札方法 郵便入札
この工事は、郵便入札によるものとするため、「郵便入札の手続について」を

確認のうえ、入札をすること。

２．入札に参加する者に必要な要件
入札参加希望者は、次のすべての要件を満たす特別共同企業体であること。

(1) 構成員の要件
① ２０２３～２０２６年度室蘭市競争入札参加資格者名簿に工種「一般土木工事」で登録がある

者
② ①の工種における等級格付けが「Ａ」ランクまたは「Ｂ」ランクである者で、構成員数は

２社とする。ただし、代表者は建設業法第１７条に規定する特定建設業者の資格を有する
「Ａ」ランク業者とする。

③ 室蘭市内に本店を有している者
④ 代表者は、過去10年間（平成２６年度以降）に、元請として次に掲げる工事内容の施工実

績（共同企業体による施工を含む。）を有し、かつ、元請として次に掲げる工事内容の
経験（共同企業体による施工の経験を含む。）を有する主任技術者又は監理技術者を配
置できる者

・公共工事の橋梁工事又は土工構造物工事
⑤ 代表者は、この工事に対応する建設業の許可業種について、許可を受けてからの営業年数

が４年以上経過していること
⑥ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること
⑦ 公告の日から入札執行日までのいずれの日においても、室蘭市競争入札参加資格者指名停

止等措置要領の規定に基づく指名停止の措置を受けていないこと
⑧ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）による更生手続開始の申立てがなされている者

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）による再生手続開始の申立てがなされてい
る者等経営状態が著しく不健全である者でないこと（更生手続又は再生手続の開始決定後、
室蘭市から再認定を受けている者を除く。）

⑨ 建設業法第２６条に規定する許可業種に係る監理技術者（監理技術者を兼任で配置する場
合は、監理技術者補佐。以下この号において同じ。）又は主任技術者を工事現場に専任で
配置できる者（申請日以前に３ヶ月以上の雇用関係があること）。ただし、出資金額が４，
０００万円（建築一式工事の場合は８，０００万円）に満たない構成員があるときは、当
該構成員は、他の構成員のいずれかが監理技術者又は主任技術者を専任で配置する場合に
限り、主任技術者を兼任で配置することができる。

⑩ この工事を施工するために締結した下請契約の請負代金の額が４，５００万円（建築一式
工事の場合は７，０００万円）以上となる場合は、構成員のいずれかが監理技術者を、そ
の他の構成員が主任技術者を、それぞれ配置すること



⑪ 代表者は、現場代理人（主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐と兼務可）を工事現
場に専任で配置できる者（ただし、室蘭市建設工事に係る現場代理人の常駐義務緩和措置
取扱要領の規定に該当する場合には、兼任することができる。）
※(1)④⑤⑪は、構成員のうち少なくとも代表者が満たさなければならない要件です。

⑫ 入札に参加しようとする者の間に次に掲げる一定の資本関係又は人的関係がないこと（資
本関係又は人的関係がある者同士が同一の共同企業体の代表者又は構成員である場合を除
く。）。
(a) 資本関係

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法（平成１７年法律第８
６号）第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更
生法（平成１４年法律第１５４号）第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法（平
成１１年法律第２２５号）第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社（以下「更生
会社等」という。）である場合を除く。
ア 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の

関係にある場合
イ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

(b) 人的関係
次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、アについては、会社の一方が更生会社等

である場合を除く。
ア 一方の会社の取締役等が、他方の会社の取締役等を兼ねている場合
イ 一方の会社の取締役等が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法

第６４条第２項の規定により選任された管財人を兼ねている場合
(c) その他入札の適正さが阻害されると認められる場合
上記(a)又は(b)と同視しうる特定関係があると認められる場合

⑬入札参加申請時に構成員それぞれが室蘭市に提出している建設業経営事項審査の有効期間
が開札日から７日以上あること。

(2) 構成員の出資比率
最低出資比率は、３０％以上とする。

(3) 一の企業が２以上の特別共同企業体の構成員となることはできない。

３．入札の参加申請
(1)申請書等

入札参加希望者は、制限付一般競争入札参加申請書（第５号様式 ＪＶ用）に、次の書類
を添付して提出すること。

① 特別共同企業体協定書（第６号様式 ＪＶ用）
② 類似工事施工実績調書（第３号様式）

※コリンズ、契約書の写し等を添付すること（室蘭市発注工事の場合は省略可）。
③ 配置予定技術者調書（第７号様式 ＪＶ用）

※コリンズ等配置予定技術者の同種工事実績がわかる書類を添付すること（室蘭市発
注工事で技術者として従事していた工事の場合は省略可）。

④ 委任状（第８号様式 ＪＶ用）
⑤ 入札参加申請書受理票用紙（第９号様式 ＪＶ用）

(2) 提出期間 令和６年４月１９日 から 令和６年５月１４日まで（必着）
（ただし、土曜日・日曜日・祝日を除く、午前９時から午後５時１５分まで。）

(3) 提出場所 〒051-8511 室蘭市幸町1番2号
室蘭市役所総務部総務課契約検査係

（室蘭市役所本庁舎４階、電話０１４３－２５－２１２５）
(4) 提出方法 持参又は郵送すること。（ファクシミリによるものは受け付けない。）
(5) 入札参加資格の確認

申請書等を受理した者のうち、入札参加資格のない者には、その理由を記載した文書に
より通知する。

(6) 提出書類様式の入手方法
(3)の提出場所において無償で配布するほか、次のアドレスの室蘭市役所ホームページに

おいて、ダウンロードできる。
http://www.city.muroran.lg.jp/main/org2420/koukokuyoushiki.html

(7) その他
① 申請書及び資料等の作成並びに提出に係る費用は、提出者の負担とする。
② 提出された申請書及び資料は返却しない。
③ 受理票はファクシミリにより通知する。

４．入札保証金及び契約保証金の有無

http://www.city.muroran.lg.jp/main/org2420/koukokuyoushiki.html


(1) 入札保証金 免除
(2) 契約保証金 免除

５．図面、仕様書等の閲覧等
図面、仕様書等の閲覧は、次の期間、場所で行う。
なお、申請者は、入札参加申請の用に供する場合に限り、仕様書等の貸与を受けることが
できる。

(1) 閲覧期間
令和６年４月１９日 から 令和６年５月１６日 まで
（ただし、土曜日・日曜日・祝日を除く、午前９時から午後５時１５分まで）

(2) 閲覧方法 室蘭市役所ホームページの設計図書のページにおいて、閲覧できる。
ただし、例外としてファイルデータ容量が大きい場合など、ホームページに掲載
できないものについては、下記の場所にてＣＤの貸与による閲覧とする。
総務部総務課契約検査係
（室蘭市役所本庁舎４階、電話０１４３－２５－２１２５）
なお、ＣＤの貸与による場合の閲覧期間については、(1)の閲覧期間のうち、
土曜日・日曜日・祝日を除く、午前９時から午後５時１５分までとする。

６．図面、仕様書等に関する質問の受付
図面、仕様書等に関する質問がある場合は、質問書を各発注担当課（土木課都市整備係）

へ提出すること。回答は、急を要する場合を除き、原則として書面にて質問者へ通知する。

７．入札方法について
(1) 入札書等

入札参加者は、次の様式を参考として入札書を提出すること。
① 郵便入札用入札書(例)
② 郵便入札用封筒(例)

(2) 入札書は持参又は郵送すること。（ファクシミリによる入札は認めない。）
①入札書を持参する場合は、令和６年５月１６日（木）午前９時から午後５時までの間に提
出先に持参すること。

②入札書を郵送する場合は、令和６年５月１６日（木）を指定日とする配達日指定郵便、か
つ、一般書留又は簡易書留のいずれかとすること。

(3) 提出先 〒051-8511 室蘭市幸町1番2号
室蘭市役所総務部総務課契約検査係
（室蘭市役所本庁舎４階、電話０１４３－２５－２１２５）

(4) 入札回数は、２回とする。
１回目の入札で落札者又は落札候補者が決定しない場合は、２回目の郵便入札書の提出

期限を定め、それまでに入札書を提出するよう入札参加者に通知するものとする。
２回目の入札において予定価格の制限の範囲内の入札がない場合は、最低制限価格以上

の価格で入札した者のうち最低価格を入札した者と随意契約の交渉を行う。ただし、最低
制限価格以上の入札がない場合は、当該入札を不調とする。

(5) 提出書類様式の入手方法
(4)の提出場所において無償で配布するほか、次のアドレスの室蘭市役所ホームページに

おいて、ダウンロードできる。
http://www.city.muroran.lg.jp/main/org2420/yubinnyusatu.html

８．開札の日時及び場所
(1) 開札日時 令和６年５月１７日（金） 午前１０時００分
(2) 開札場所 室蘭市役所本庁舎２階３号会議室
(3) 開札の立会者について

当該入札に係る入札者のうち開札の立会を希望する場合には、立会を希望する旨を、
開札日の前日までに書面にて申し出ること。
開札の立会者は１名以上置くこととし、上記による参加者がこれに満たない場合には

入札事務に関係のない職員を立会者として充てる。
(4) 結果の公表

開札後速やかに、室蘭市役所ホームページの入札結果のページに掲載する。また、落札者
に対してのみ、落札決定後、速やかに連絡する。

９．予定価格 事後公表

10．郵便入札心得等

http://www.city.muroran.lg.jp/main/org2420/yubinnyusatu.html


(1)入札書の撤回等
市に到達した入札書の書換え、引替え又は撤回はできない。

(2)入札の辞退
入札書が市に到達した後でも、入札開始までは入札辞退を認める。
入札等を辞退される場合は、辞退届（様式は任意）を提出すること。

(3)無効の入札
次のいずれかに該当する入札は無効とする。

① 入札に参加する資格のない者のした入札
② 一の入札について同一の入札参加者が２通以上の入札書を提出した入札
③ 入札者の記名押印がない入札
④ 入札金額を訂正している入札
⑤ 入札金額その他重要事項の記載が不明確な入札
⑥ 公告等で示した入札書の到達期限を過ぎて到達した入札
⑦ 明らかに不正によると認められる入札
⑧ 工事費内訳書を提出しない者のした入札、工事費内訳書の提出に関する事務取扱要
領の規定による無効となる内訳書を提出したとき、又は工事費内訳書が入札書ととも
に同封されていないとき

⑨ 指定された方法（一般書留又は簡易書留のいずれか）以外で郵送された入札
⑩ その他入札に関する条件に違反してなされた入札

(4) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する
額を加算した金額（１円未満の端数は、これを切り捨てた金額）をもって落札価格とする
ので、入札者は見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記
載すること。

(5) 「郵便入札の手続について」を確認のうえ提出すること。

11. 工事費内訳書の提出
(1) 工事費内訳書の提出に関する事務取扱要領により、入札書に記載される入札金額に対応し

た工事費内訳書を各発注担当課が指定する様式で作成し、入札書とともに同封すること。
(2) 提出された工事費内訳書は、返却しない。

12．支払条件
(1) 前金払 請負代金額（税込み）が２５０万円以上の場合に請求可能

（請負代金額の１０分の４以内）
(2) 中間前金払 前号の前金払を受けた場合に請求可能（請負代金額の１０分の２以内）
(3) 部分払 適用しない。

13．火災保険等付保の要否 必要

14．入札の中止等
(1) 入札までの間にやむを得ない事由のため、入札を延期又は中止することがある。

なお、中止となった場合でも、申請書等の作成費用は申請者の負担とする。
(2) 落札の日から7日以内に契約を締結しないときは、この落札を取り消す。

15．最低制限価格の設定 設定する。
（最低制限価格を下回った場合は、当該入札をした者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲
内で最低制限価格以上の価格をもって入札をした者のうち最低の価格をもって入札をした者
を落札者とする。）

16．分別解体等の実施の義務付け
この工事は、下記の建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104

号）第９条に基づき分別解体等が義務付けられた工事であるため、契約に当たり再資源化等
に要する費用、解体工事に要する費用、分別解体等の方法、再資源化等をするための施設の
名称及び所在地を契約書に記載する必要があることから、特記仕様書に記載された特定建設
資材廃棄物、搬出数量等を参考に再資源化等に要する費用及び解体工事に要する費用を含め
て見積もった上で、入札を行うこと。
・建築物の解体工事で床面積の合計が８０㎡以上
・建築物の新築・増築工事で床面積の合計５００㎡以上
・建築物の修繕・模様替等（リフォーム等）で請負代金の額が１億円以上
・建築物以外の工作物の工事（土木工事等）請負代金の額５００万円以上

17．週休２日工事対象



本工事は受注者希望方式による週休２日工事の対象であり、受注者は、工事着手までに現
場閉所による週休２日の実施の意向について書面で監督員と協議を行い、協議が成立した場
合のみ工事費の補正を行う。
受注者が週休２日工事を希望しない場合、監督員との事前協議が不成立となった場合、週

休２日の達成状況が基準に満たない場合は通常工事扱いとし、工事費の補正は行わない。
工事費の補正は工事完了後に週休２日工事の達成状況に応じて設計変更により行うため、

入札に当たっては週休２日工事による補正を含めない積算により応札すること。

18．同日落札制限
(1) この工事は、同日落札制限の対象となる工事であるため、同一の入札参加者による連続受

注を次のとおり制限する。
① 入札参加者が同日落札制限の対象である一方の工事の落札者となった場合は、当該同日

落札制限の対象である他方の工事の入札参加資格を失うものとする。
② 特別共同企業体が同日落札制限の対象である一方の工事の落札者となった場合は、当該

企業体のいずれの構成員も当該同日落札制限の対象である他方の工事の入札参加資格を
失うものとする。

(2) 同日落札制限の対象となる工事の入札の執行は、次のとおりとする。
① 当該入札における開札は、原則として予定価格の大きいものから１件ごとに順に行うも

のとする。
② ①による開札の結果、低入札調査基準価格を下回った場合であって、当該工事の落札者

の決定が次以降の工事の落札者の決定に影響を及ぼすときは、当該低入札価格調査が終
了するまでの間、次以降の落札者の決定について、落札保留とする。

③ ②による落札保留後、当該工事の落札者となるべき者が他方の工事の落札者となり、当
該工事の入札参加資格を失った場合は、予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち次
順位者を当該工事の落札者とするが、該当者がいない場合、予定価格を超える入札をし
た者のうち、最低価格を入札した者と随意契約の交渉を行うものとする。ただし、落札
となるべき者が不存在となった場合は、当該入札を不調とする。

(3) 同日落札制限の対象となる工事の件名等を記載した「室蘭市建設工事入札公告状況一覧」
は５．図面、仕様書等の閲覧等に示した場所で閲覧できるほか、次のアドレスの室蘭市役
所ホームページでも閲覧できる。また、当該制限の対象となる工事の件数等の情報につい
ては入札当日まで随時更新される可能性があることに留意すること。

http://www.city.muroran.lg.jp/main/org2420/toshi.html

http://www.city.muroran.lg.jp/main/org2420/toshi.html

